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京都府における文化的景観保護の取り組みについて
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1.はじめに

平成16年5月，文化財保護法が改正されて

「文化的景観jが新たな保護対象となり，同

年6月には「景観緑三法」が施行された。こ

れを受け，京都府教育委員会では，平成17年

7月に「文化的景観検討委員会Jを設置し，
府内の良好な文化的景観について，保護の対

象，手法等について検討を始めることとなっ

た。

表1 文化的景観検討委員会
(五十音順・敬称略)

氏 名 職 名
備考
(分野等)

秋津7c輝 尽都大学大学院農学研究科助教授農 業

金田章裕 京都大学大学院文学研究科教授
座長代理
人文地理

京都女子大学文学部教授
瀧浪貞子 京都府文化財保護審議会委員 歴 史

仲隆裕 京都造形芸術大学芸術学部教授 造 園

中川憲次 宇治商工会議所会頭 経 済

京都大学名誉教授 座 長
西川幸治 京都府文化財保護審議会委員 都市計画

山本啓世 京都新聞社編集局記事審査部長 マスコミ

(職名については平成17年12月現在)

原 田三喜

II.文化的景観検討委員会

文化的景観検討委員会は，西川幸治氏を座

長に，金田章裕氏を座長代理として，表1の

とおり計7名の委員で構成された。検討委員

会は，平成17年7月から11月までの問に5回

の会合を実施して議論を重ねた。事務局は，

京都府教育庁指導部文化財保護課においた。

主な検討内容は，新しい文化財である「文化

的景観」保護の端緒となるよう府内各地の歴

史と文化を十分に考慮した事例を抽出するこ

とと，今後の取り組み等についてであった。

その結果，平成17年12月末には「京都府の良

好な文化的景観についてJ(報告)が完成さ

れて京都府教育委員会に提出された。

E 検討内容

文化的景観検討委員会では，文化的景観の

具体例の抽出と選定基準(対象)の検討に最

も多くの時間が割かれた。

重要文化的景観選定基準(平成17年3月28

日付文部科学省告示第47号)では. I地域に

おける人々の生活又は生業及び当該地域の風

土により形成された次に掲げる景観地のうち

我が国民の基盤的な生活又は生業の特色を示

すもので典型的なもの又は独特なもの」とし

て，以下のとおり 8つに分類している。

(1)水田・畑地などの農耕に関する景観地

(2)茅野・牧野などの採草・放牧に関する景
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89一



観地

(3)用材林・防災林などの森林の利用に関す

る景観地

(4)養殖いかだ・海苔ひびなどの漁ろうに関

する景観地

(5)ため池・水路・港などの水の利用に関す

る景観地

(6)鉱山・採石場・工場群などの採掘・製造

に関する景観地

(7)道・広場などの流通・往来に関する景観

地

(8)垣根・屋敷林などの居住に関する景観地

また， これら以外に「前項各号に掲げるも

のが複合した景観地のうち我が国民の基盤的

な生活又は生業の特色を示すもので典型的な

もの又は狙特のもの」も対象としている。

文化的景観検討委員会では， この選定基準

を踏まえつつも， これにとらわれず，京都府

の歴史的，文化的特徴によって京都府らしい

文化的景観をより広く選定していくことはで

きないか，そのためにはどのような分類が適

当か，という観点で議論が重ねられた。その

結果，以下のような分類となった。

(1)農林水産業に係る景観地

(2)伝統産業に係る景観地

(3)信仰や生活習俗に係る景観地

(4)集落に係る景観地

(5)歴史的事跡が残された景観地

(6) 自然的な複合景観地

(7)商業・交通に係る景観地

(8)その他の景観地

一方，今後の取り組みとして4点があげら

れた。概要を箇条書きにすると次のようにな

る。

①文化的景観の普及啓発

-文化的景観は新たな保護対象のため周知が

必要

・市町村の景観部局，文化財保護部局. NP 

O法人等が，地域住民とともに勉強会を

行って，保護対象となるべき景観の選定や
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その保護施策を検討

c?保護に向けての連携

・景観部局，農林水産部局，文化財保護部局

など行政聞の連携

-ボランティア組織やNPO法人，地域住民

と行政の連携

③重要文化的景観選定に向けた市町村支援

-京都府は，市町村等と連携し重要文化的景

観選定を促進

-選定後の修理，修景，復旧，防災等の事業

について支援が必要

④京都府文化財保護条例の改正

-京都府文化財保護条例を改正し，府が文化

的景観を選定できるようにする。

以上のような文化的景観検討委員会の検討

結果は. i京都府の良好な文化的景観につい

てJ(報告)としてまとめられた。全文は京

都府教育委員会のホームページ (http://www.

kyoto-be.ne.jp/kyoto-be/)に掲載されている。

一方，文化的景観検討委員会と同時期に，

景観行政を主管する府土木建築部都市計画課

では，京の景観形成推進プラン検討委員会を

運営していた。この両委員会により検討して

いた良好な景観の保護及び文化的景観の保護

などをわかりやすく説明するのはなかなか難

しかったため，都市計画課と意見交換を重ね

ながら作成したのが図 1である。これは，

「京の景観形成推進プランJ12頁の参考資料
を一部改変したもので，景観全般に関する施

策の推進を検討したプラン全文は京都府ホー

ムページ (http://www.pref.kyoto.jp/toshi/a-irト

dex.html)に掲載されている。

N. 京都府文化財環境保全地区と文化的景観

京都府文化財保護条例には，他には見られ

ない「文化財環境保全地区」という制度があ

る。文化的景観が新たな文化財として保護の

対象となって以降，この文化財環境保全地区

と文化的景観の違いを尋ねられることが多く



なった。

文化財環境保全地区は，京都府指定等文化

財の周辺環境をも合わせて保全していこうと

するもので，京都府文化財保護条例第53条で

次のとおり規定されている。

第53条 教育委員会は，この条例の規定に

より指定又は登録された有形文化財又は記念

物(以下この章において「府指定有形文化財

等jという。)について，その保存のため必

要があると認めるときは，文化財環境保全地

区を決定することができる。

2 前項の規定による決定をするには，教

育委員会は，あらかじめ当該地区内の土地，

建築物その他の工作物の所有者及び権原に基

づく占有者の同意を得なければならない。た

だし，所有者又は権原に基づく占有者が判明

しない場合は， この限りでない。

3 第1項の規定による決定には，第7条

第3項及び第4項の規定を準用する。

条文だけではわかりにくいかも知れない

が，これは例えば，神社の本殿が京都府指定

有形文化財に指定されている場合，この本殿

を包み込む鎮守の森を緩衝地帯としてとら

え，有形文化財の本殿とともに周辺環境をも

合わせて保全していこうというものである。

規制は許可よりも緩やかな届出制をとってお

り，平成17年度までに67地区を決定してい

る。その内訳は，神社中心58地区，寺院中心

7地区，神社と寺院隣接1地区，庶民信仰に

係る遺産(磨崖仏) 1地区である。神社を中

心とする鎮守の森が一番多いのは，本殿など

の文化財建造物だけでなく，境内で行われる

風俗慣習，民俗芸能などの無形民俗文化財を

も同時に保存しようと意図しているからであ

る。

一方，文化財保護法第2条第1項第5号に

よって文化的景観は， I地域における人々の

生活又は生業及び当該地域の風土により形成

された景観地で我が国民の生活又は生業の理
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解のため欠くことのできないものJと定義さ

れる。環境保全地区は有形文化財を保存する

ためのいわばバッファであるのに対し，文化

的景観は景観地であるので，両者は基本的に

異なったものである。

V.学会等の調査に期待するもの

地方公共団体が，重要文化的景観選定の申

し出に至るまでには，多くの調整と尼大な事

務が必要となる。例えば，市町村は都道府県

に申し出て景観行政団体になることを手始め

に景観計画区域等の決定，景観条例の制

定，文化的景観保存計画の策定等を行うこと

になる。申し出には所有者等の同意を得るこ

とも必要である。これらの手続きを一つ一つ

こなしていくには，かなりの時間がかからざ

るを得ない。

文化的景観保存計画の策定に当たっては，

その前提として，文化的景観の保存に関する

必要な調査を実施する必要があるとされてい

る。この調査は，1)自然の側面， 2)歴史

の側面， 3)生活又は生業の側面，という 3

つの側面について，ア)景観単位の区分，

イ)構成要素の特定，ウ)景観図の作成，

エ)景観単位・構成要素問の相互の有機的関

係の把握，オ)景観認知の把握などを行っ

て，文化的景観の本質的価値を総合的に把握

するとしている。

このように，調査だ、けで、も多岐にわたって

いることから，どうしても申し出までには一

定の期間が必要となる。重要文化的景観の選

定を目指す地方公共団体にとって，大学や学

会と連携を図り，調査だけでも大学や学会で

の研究成果を活かすことができれば，申し出

に係る時間は短縮できるであろう。文化的景

観の保護について，学会との連携は重要であ

るので，調査等に対する期待は今後より大き

なものになっていくと思われる。

(京都府教育庁指導部文化財保護課)



[ .引11農観jとF文化的崇観jの関係について J I 

文化的景観
例示
・棚田、茶畑
・伝統的集落、旧街道
・人工林(北山杉)、皇山
ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー岨

生業や生活と密度に係わって形成された景観
で、的践の人々にとって好去しい名の

[※1 r票観」とは } 

文化票観
例示
・ゴミ鎗て揚、開発の跡地
・コンクリート三面張り水路
・ニュータウン、再開発地

文化景観
(人間の営力の加わった〕

-景観j去の対象概念であるが、法律上は定義をしていない。

自然景観

例示
・自然のままの山やE
(富士山、立山)
・JII
(根釧原野〕
.森林
(芦生原生林〉

自然景観
〔人間の営力の
加わらなしり

「①風票外観。けレき。ながめ。また、その美しさ。②自然と人間界のこととが入りまじって
いる現実のさま。 J (広辞苑〉
-人間の営力の有無により自然景観と文化景観に分けられる。
-景観j去に基づき、景観行政団体が「都市、震山j魚、村等における良好な景観を形成する!必要がある
区域」において景観計画を策定し、建築物等のデザイン・色彩等に苅する規制・誘導等を行うこ
とができる。

l※2 r文化的景観」とはー
-平成4年に世界文化遺産に導入された概怠を、国内で制度化されたちの

我-文が化園財民保の護生法活、に生お業けるの定理解義はに、不司「地欠域なにものおJける人々の生活、 生業、 風土により形成された景観地で

Il※3 r重要文化的景観」とは… | 
-文化的票観のうち、 「風土に根差して営まれてきだ人の生活や生業のあり方を示し、特に重要な
文化財的価値が見いだされる景観地」が重要文化的景観として選定される。
-景観j去に基づく票観計画区域叉は票観地区内において選定
-国の選定基準には、 「採掘・製造に関する崇観地(鉱山、採石場等)J、 「流通、往来に闘す
る景観地(街道、広場等)Jなどち入っているが、農山漁村に関する景観I也の保護を主な対象
としている。

※4 r府選定文化的景観」とは…
-置の選定1:.至らないものや、信仰や生活習俗及び歴史的事跡といった府の特徴や印象・/eJ¥象を
形成している文化的景観等を対象として、府独自の選定基準や支援活置等について、今後険討
を行います。

図 1 景観と文化的景観の関係模式図
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